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Ⅳおわりに   
Ⅰ は じめに  
情報通信技術の進展に伴い，近時遠隔診断・遠隔手術が離島や過疎地にお  
いて普及しつつある（1）。   
かつては，診療はあくまでも直接の対面診療でなければならず．診察せず  
に投薬や療養指導を行うことは，無診察治療の禁止（医師法20条）に抵触す  
ると考えられてきた。しかし，従来出されてきた通知は，電話による処方や  
指示を念頭に置いたものであり，静止画像のみならず，鮮明な動画の送信が  
（1）遠隔診断・遠隔手術の実践例を紹介した文献として，吉田晃敏＝亀畑義彦『遠隔診療   
一旭川医科大学眼科の試みとその効果』（工業調査会，1998年），拙稿「離島における   
医療政策の現状と展望一対馬の事例を中心として」古村節男＝野田寛編集代表『医事   
法の方法と課題』（信山社，2004年）489頁以下，などがある。  
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可能となった情報処理技術の現状には適合しない。そこで，厚生省（規厚労  
省）は，1997年12月に，初診および急性期の疾患をのぞき，対面診療に代替  
しうる有用な情報が得られる場合には，遠隔診療は無診察治療の禁止には抵  
触しないとの通知（2）を発し，さらに2003年3月には，遠隔診療の適応を拡大  
する通知（3）を発している。  
遠隔診療の導入により期待されるメリットとして，以下の諸点が挙げられ  
ている（4）。  
① 患者は医療機関を訪問する必要がなくなる。  
（参 遠隔診断により地域の医療機関から離れた高度医療機関の診断を受け  
ることができる。  
③ 検査や治療のために患者を転送する必要が減少する。  
④ 遠隔手術が手術ロボットを用いてなされた場合には，執刀医が直接自  
らの手技を用いて手術を行った場合よりも，傷口が小さく出血も少なく  
なるため，従来よりも早期に退院することが可能となる。  
⑤ 全国一律・世界一律の（高度な）医療水準の達成が期待できる。  
これに対し，遠隔診療の導入により懸念される問題点として，以下の諸点  
が挙げられているt5）。  
① 患者が医師の指示を正確に理解できない，あるいは実施できない恐れ  
がある。  
（卦 対面診療の場合と比較して，医師患者関係が希薄になる恐れがある。  
（2）情報通信機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診療」）について（平成9年12月24日健政   
発第1075号）。  
（3）「情報通信機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診療」）について」の一部改正について   
（平成15年3月31日医政発第0331020号）。  
（4）厚生労働省保健医療情報システム検討会「保険医療分野の情報化に向けてのグランド   
デザイン 最終提言」（2001年12月）9～13頁，古川俊治『遠隔診療の現状と法的諸問   
題』（前編）サイバーセキュl）ティーマガジン2003年2月号，手嶋豊「E－Healthをめぐ   
る法律上の諸問題」民商133巻4＝5号（2006年）705～706頁，Ekkehard Bahlo，   
Telemedizin－ChancenundRisikenausderSichtderPatienten，in：Dierks，C．／Feussner．   
H．／Wienke．A．（Hrsg．），RechtsfragenderTelemedizin，2001，S．127r129．  
（5）手嶋・前掲論文706頁，Bahlo，a．a．0，．S．130f．  
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③ 対面診療では起こりえなかった予期し得ない悪結果が生じる恐れがあ   
る。  
④ （特にオープンなネットワークを利用して医療情報が提供される場合   
には）極めてセンシティブな患者の個人情報に対して第三者による不正   
アクセスがなされる恐れがある。  
⑤ プログラムの欠陥または操作ミスにより，必要な情報が提供されな   
かったり，送信された画像・動画が診断・手術支援のために必要な精度   
を滴たさない恐れがある。   
Ⅰ 遠隔診療の意義  
これまで遠隔診療の名のもとに論じられてきた医療行為は，二つの場面に  
大別することができる。すなわち→つは，医師相互間で情報通信技術を用い  
て診断・治療が行われる場面（TeleMentoring，広義のTelemedicine）であ  
り，他の→つは，医師・患者間で情報通信技術を用いて診断・治療が行われ  
る場面（Tele－Care，狭義のTelemedicine）（6）である。   
論者の中には，遠隔診療に特有の問題が生じるのは，後者に限られるとし，  
後者のみを遠隔診療の範疇で捉えるものがある。また，診断・治療等の医療  
行為を伴わない（インターネットを用いた）単なる医療情報の提供（医療相談）  
も，遠隔診療に含めるべきかについても，論者の見解は→致しているとはいえ  
ないようである。諸外国でも，遠隔診療およびこれに類似するいくつもの用  
語（Telemedicine eHealth Tele－1Iealthcareなど）が，その射程範囲の違  
いを明確に意識されることなく使用されているようである（7－。そこで，議論の  
ノヽ   
（6）「厚生省遠隔医療研究姓総括班報告書（最終案）」htt  uare．umユn．aC．  
Soukatu－nOf．html，古川∴前掲論文（前編）。   ーenkaku／96／EnkakurRe  
（7）Christoph Mtlller，Telemedizin und Arzthaftpflichtrechtim Lichte des schwei－   
Zerischen und internationalen Privatrechts．竺画   
聖里emediz吐p（甘S，1：なお，前掲・遠隔医療研究班報告書は，遠隔医療を「映像を含む   
患者情報の伝送に基づいて遠隔地から診断，指示などの医療行為及び医療に関連した行   
為を行うこと」と定義しており，また世界医師連合（WorldMedicalAssociation）は，  
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射程を明確にするために，まず，遠隔診療の意義を明らかにする必要がある。  
本稿では，遠隔診療を，専門医が患者と対面せず，患者から空間的に隔絶  
された場所で，助言，診断，治療（手術を含む）に従事する診療形態である．  
すなわち．上記の二つの場面の双方を含むが，医療相談のような医療行為を  
伴わない単なる情報提供行為を除外したものが該当すると解して検討を進め  
ることにしたい。ただし，以下での検討の対象は，全て前者の場面に限定さ  
れていることをあらかじめお断りしておく。   
Ⅱ 遠隔診療を普及させるために解決すべき法的問題  
遠隔診療をさらに普及・進展させるためには，以下に挙げる法的諸問題を  
解決しておく必要がある。   
最初に解決すべき法的問題としては，無診察治療の禁止に抵触しない遠隔  
診療の範囲（適応）を明らかにするための基準を確立することが挙げられる（8）。  
しかし，これに加えて，遠隔診療の実施に際して誤診や手術ミスが生じた場合  
における法的責任の所在や法律構成についても検討しておく必要があろう（9）。  
1999年10月に行われた。第51回総会において，遠隔診療を「医的侵襲，診断及び治療上  
の決定及び勧告が電気通信システムにより送信される臨床データ．諸記録及び他の情報  
に基づいて行われる遠隔地からの医療の実践」とする定義を採択した。See，World  
MedicalAssociation Statement on Accountability，Responsibilities and Ethical  
GuidelinesinthePracticeofTelemedicine，堕！逆∠∠竺竺町Wm乱鱒t／e／pouc建旦些  
（8）ChristianTillmanns，Die Pers6nliche Leistungserbringungspnichtim Arztrechtund  
dieTelemedizin（PeterLang．2006）S．57126：ClaudiaPielach，Haftungsfrageninder  
Telemedizin（VerlagDr．Kovae2005）S。42－47：MichaelNentwich，Digitalisierungder  
MedizinRdM（RechtderMedizin）1997，175ff．，177－1弧  
八（9）この問題に言及したドイツの文献は枚挙にいとまがないが，代表的なものとして，  
一  UIsenheimer，Klaus／Heinemann．Nicola，Rechtliche Aspekte der Telemezizin－Grenzen  
der Telemedizin？，MedR1999，197 ff．．198－200；Kern．Bernd－Rtユdiger，Rechtliche  
Konsequenzen ftlr medizinischen Standard，Methodenfreiheit，Sorgfartsmaflstab und  
Aufkl畠rung，in：Dierks，C／Feussner，H，／Wienke，A．（Hrsg．），a．a．0．，S．55ff．：Pielach，  
a。a．0．，S．57－88．S．106122；Tillmanns，a．a．0．，S．152ff．，insb．S．158186，S．213－216，  
S．236－254；Pntlger，Frank，HaftungsfragenderTelemedizin，VesrR1999，1070ff．のみ  
を挙げておく。  
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さらに，外国の医師・医療機関に遠隔診断・遠隔手術（例えば，ロボットを  
遠隔操作して行われる遠隔手術）を依頼することが既に実施されつつあるこ  
とに伴い，それら遠隔診療行為に過誤があった場合において，どの国の法を  
適用すべきか（準拠法），またどこで訴訟を提起すべきか（裁判管轄）という  
問題も，今後現実に生じることが予想される（10）。   
本稿は，遠隔診療をめぐる様々な法律問題について近時活発な議論が展開  
されているドイツの法状況の紹介・検討（川を通して，今後我が国において遠  
隔診療を普及・定着させるために解決すべき問題と取り組むための手がかり  
を碍ようとするものである。   
なお，以下での検討は，筆者の問題関心および能力の制約上．遠隔診断な  
いし遠隔手術の実施に際して過誤が生じた場合における民事責任上の問題に  
重点を置き，他の問題については，無診察治療禁止規定との関係，秘密保持に  
関わる問題，および診療報酬請求権の帰属について簡単に言及するに止める。  
（1）遠隔診療の適応が認められるための要件一無診察治療禁止規定との関   
係  
（手 ドイツ法   
医師は自ら診療を行う義務（Pflicht zur pers6nlichen Leistungs－  
erbringung：以下では「自己診療義務」という）を負い，原則として他者に  
診療を委託することはできないと解されており，またその旨を定めたとみる  
ことができる規定をいくつかの法律の中に見出すことができる（12）。  
（10）Ⅴgl．Hoppe，JurgenFりTelemedizinundinternationaleArzthaftung，MedR1998．462   
ff，：Bohle，Thomas，TelemedizinundinternationaleArzthaftungLeineSkizze，in：Dierks，   
C／Feussner，H．／Wienke，A．（Hrsg，），a．a．0．，S．83－88；Mt111er，a．a．O．，S．11ff．；   
Rieger，Hans－Jnrgen（Hrsg．），LeⅩikondesArztrechts，2．Aufl．，2001．Rdnr．124－145．な   
お，この間題について論じた我が国の文献として，織田有基子「遠隔医療の抵触法的側   
面をめぐるアメリカにおける議論一管見」『変容する世界と法律・政治・文化 北海学   
園大学法学部40周年記念論文集』2007年，277頁以下，がある。  
（11）なお，遠隔医療をめぐるドイツの法状況を概観したものとして，河原櫓「遠隔医療の   
法的開港」東洋法学47巻1号（2003年）121頁以下，がある。  
a2）Piclach，a．a．0．．S．42J47．  
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② オーストリア法  
1984年医師法の1条2項および22条2項は，医師は自己の職務を自ら，i自二  
接に遂行しなければならない旨を定めている（13）。  
両国では，遠隔診療が，医師に課せられた自己診療義務に反しないかにつ  
いて活発に論じられている。哉が国では従来，対面診療でない限り，医師法  
20条の無診察治療の禁止に抵触すると解されてきた。  
このことは，ドイツおよびオーストリアにおいても同様に考えられてきた  
ようである。すなわち，判例および学説は，診療行為を他者に委ねてはなら  
ないとする自己診療義務は，医師が患者と同じ場所にいること，または患者  
と直接接触していることを要請するものであるり車 ，と解している。  
しかしながら，近時の学説の多くは，他方において，診療行為を医療の中  
核的部分に属するものと，補助的な活動（診療自体ではなく，診療を準備す  
るための行為）に大別したうえ，前者については，明示または黙示の合意が  
存在しない限り，契約当事者たる医師は，他の医師に履行を委ねることがで  
きないのに対し，後者については，他の医療従事者（医師以外の医療補助者  
も含む）に履行を委ねるこ とができる，と解している〔」5）。  
この見解に対しては，「自己診療義務」の目的は，医療行為に伴う危険を医  
師自らが支配し得るようにする点にある，との立場に立ち，医師が自ら診療  
の場面に立ち会わなくても，診療に伴う危険を回避しうる状況にある限り，  
「自己診療義務」には抵触しない，との主張（16）がみられる。  
ただこの点については，厚労省の通知が，医師法20条との抵触の有無が問  
題となるのは，情報通信機器を用いて医師が直接患者に対して診療（診断・治  
七 （13）Nentwich，a，a▼0・，RdM1997・177・  
九 （14）Tilmann，a，a．0．，S．59f．：UIsenheimer／Heinemann，a．a．0．．MedR1999，198．  
（15＝ohanneS Heyers／HermannJosef Heyers，Arzthaftung－Einsatz von Telematikim  
Behandlungsprozess MDR 2001，918，920；Wolfgang Gitter／Gabriele K6hler，Der  
Grundsatz der pers6nlichen 畠rztlichen Leistungspflicht：Ausforrnung und  
AuswirkungenaufdieLeistungsYerbringungin畠rztlichenKooperationsformen，1989．S，  
55：なお，この旨を述べる裁判例として，OLGCelleNJW1987，716がある。  
（16）Timanns，a，aO．，S．64．  
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療・療養指導）を行う場合に限られ，医療機関と医師相互間で行われる遠隔  
診療については，主治医が患者と対面して治療を行っていることから，医師  
法20条との関係は生じない，との見解（17）を示していることに留意すべきであ  
る。   
ドイツの議論の中には，医師相互間ないし医師と医療機関との間で遠隔診  
療の方法により（診断，手術支援，手術等の）診療行為が行われる場合には  
当然に無診察診療に該当しない ，とする見解は見いだせない。また，樋口教  
授が指摘されるように，医師相互間での遠隔診療については，医師法20条に  
関わる問題は生じないとする厚労省通知は，診断■治療を遠隔診療により支  
援する医師は，「助言」を行うにとどまり，助言内容について採否の決定を行  
い，診断を下し，治療を行うのは対面診療を行っている担当医であるから，  
患者との関係では，あくまでも担当医が責任を負うべきであるとの考えに依  
拠しているように思われる（18）。しかし，厚労省通知が，遠隔診療医は「助  
言」を行うのみで診察はしておらず，治療に関与していないのであるから，  
医師法20条違反の問題は生じず，発生Lた悪結果についての責任を問われる  
ことはないと考えているとすれば，遠隔診療の現状に照らして（19）妥当性を欠  
くといわぎるを得ないであろう。  
（2）民事責任に関する問題   
① 民事責任の主体に関する問題（20）   
（i）遠隔診断   
第一に，診断を確定するために，主治医は遠隔診療医に対診を依頼しなけ  
㈹ 「情報通伝機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診療」）について（平成9年12月24日健   
改発第1075号）。  
（1醐 樋口範雄『医療と法を考える』（2007年有斐閣）103へ′104頁。  
（19）既に，単なる「助言」にとどまらず，診断，手術支援さらにはロボットを操作するこ   
とによる手術さえもが遠隔診療医によって行われている。  
¢功 主治医たる対面診療医と遠隔診療医との間における民事責任の所在，とりわけ，専門   
医が対診医として遠隔診断に関与した場合における責任の帰属について論じたものとし   
て，Kraus UIseTlheimer／RainerErlinger，Die HaftumgdesKonsiliararztes，in：Dierks，   
C／Feussner，H／Wienke，A．（Iirsg．），a．a．0．．S．67ff，，がある。  
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ればならない場合があるかが問題となる。この点については，主治医が，自  
己の知識および技術レベルでは，正確な診断を下すことができない場合には，  
専門医に対診を依頼しなければならず，対診を経ずに誤った診断を下した場  
合には，引受過失（tjbernahmeverschulden）〔2いによる責任を負う，と解され  
ている（22）。このことは，通常の対面診療の場合でも同様であるが，対診が画  
像，検査データ，更には，動画像のデジタル送信によりなされる場合には，  
患者を村診医のところまで移送する必要がないため，移動の困難な高齢者や  
容態の重篤な患者の場合にも容易に対診を実施することができ，それだけ，  
対診を依頼しなかった主治医が，引受過失の責任に問われる可能性が高くな  
ると考えられる（23）。  
他方，専門医に対診を求めた場合には，←一対診医の下した診断が明らか  
な誤診でないかぎり一，遠隔診療医が専門知識と特別な経験を有している  
ことを主治医は信頼することができる。すなわち，この場合には，「信頼の原  
則」を適用しうると解されているし24）。  
第二に，主治医から送られてきた患者のデータに基づいて，遠隔診療医が  
下した診断が誤りであった場合に，誤診についての責任を負うのは，主治医  
かそれとも遠隔診療医かが問題となる。この間題を考えるに際しては，診療  
義務が診療契約上の義務であるとともに，不法行為上の注意義務でもあるこ  
（2ガ 引受過失とは，能力不足または設備が不十分なため，診療行為を適切に行えない者は，  
他の専門医を診療に立ち会わせるか，あるいは他の専門医または十分な設備を備えた他  
の医療機関に患者を転送する義務を負い，このような処置を探らず漫然と患者の診療を  
引き受け，自己の診療により患者に悪結果を生じさせた場合には，診療を引き受けたこ  
と自体について過失を認めるべきである，とする考え方である。引受過失の特質は，具  
体的な診療行為が行われるよりも前の（不適格であるにもかかわらず診療を引き受けた）  
時点を過失の有無の判断基準時とする点にある。引受過失については，Vgl．Erwin  
七  Deutsch，Medizinrecht，Arztrecht，Arzneimittelrecht，Medizinprodukterecht und  
七   Transfusionsrecht，5．Aun，2003．Rdnr16O：Geigel／SchlegeLmi1ch（Hrsg．），Der  
lIaftpf］ichtproze上i，20．Aun．，1990，2．Kap，Rz37（Rixecker）．u．14．Kap．Rz264  
（Schlegelmilch）．  
＠2）Pielach，a．a．0．，S．124：UIsenheimer／Heinemann，a．a．0．，MedR1999，197．199：  
Tilmanns，a．a．0．，S．186，  
C23）Vgl，Kern，a．a．0．，S，60．  
＠4）UIsenheimer／Heinemann，a．a．0．．MedR1999．199，  
．ヾ   
開 法（57←4） 736  
とから，契約責任と不法行為責任の双方について検討する必要がある。  
（a）契約構成による場合   
遠隔診療医が誤診についての責任を負うべきか否かは．遠隔診療医と患者  
との問に，診断に関する契約の成立を認めることができるか否かに依存する  
と考えられる（25）。   
原則として，診療契約は，主治医ないし主治医の勤務する医療機関と患者  
との間にのみ成立する。この場合，遠隔診療医は，主治医または主治医の勤  
務する医療機関の履行補助者（履行代行者）となる。それ故，主治医ないし  
主治医の勤務する医療機関のみが，誤診について債務不履行責任を負うと考  
えられている。ただし，遠隔診療医が主治医に診断に関する助言を与えたに  
止まらず，自ら診断を下したうえ患者に診断結果を伝えた場合には，遠隔診  
療医と患者との間に，セカンド・オピニオンの提供を目的とする診断契約が  
成立する可能性がある，との見解（鉱）が有力である。  
（b）不法行為構成による場合   
まず，遠隔診療医に診断の際の助言あるいは対診を求めた医療機関は，原  
則として，患者に対して不法行為責任を負わない，と考えられる。というの  
は，当該医療機関は，遠隔診療医に対して指揮・命令権限を有しないため，遠  
隔診療医は，医療機関の被用者には当たらず，使用者責任（ドイツ民法831条）  
は成立し得ない。また，遠隔診療医は，当該病院の代表機関にも当たらないの  
で，機関の過失に対する法人の責任（同31粂）も生じない，と解されている（27）。  
この場合，遠隔診療医自身に不法行為責任を問うことは，可能であろう。   
（ii：■ 遠隔手術支援（28）   
専門医が遠隔地から手術に関与する場面としては，手術室からリアルタイ  
ムで送信される手術場面の動画像を手がかりに具体的な手術手技を指導する  
というケースと，専門医が遠隔地から，自ら手術ロボットを操作して手術を  
鍋 Pntlger，a．a．0．，VersR1999，1070，1074：Pielach，a．a．0，，S．64L67．  
餉 Pf山ger，a．a．0，，VersR1999，1070，1074：Pielach，a．a．0．，S．64－67．  
帥 Pntlger，a．a．0，，VersR1999，1070，1074：Pielach，a．a．0．，S．78．  
幽 本項における以下の記述は，Tilmanns，a．a．0．，S．250f．にはば依拠している。  
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行うというケースが考えられる。後者のケースについては，遠隔診療医を執  
刀医と解すべきであるから，ロボットの操作ミスにより患者に損害が生じた  
場合には，遠隔診療医のみが賠償責任を負うことになろう。他方．前者のケー  
スについては，手術に関与した遠隔診療医と患者との闘および対面で手術を  
実施した医師（以下では，「対面診療医」という。）と患者との間に二重に契  
約関係が存在すると解する説と，手術を行った対面診療医またはその使用者  
である病院開設者を常に患者の契約相手方と解するべきであるとする説とが  
対立している。   
前者の見解は，遠隔診療の場面において．契約関係が誰と誰との間に存在  
するかは，遠隔診療医が誰によって診療に関与させられたのか〉対面診療  
医かそれとも患者かⅣという点と，遠隔診療医が診療にどの程度関与した  
かという点との二つの要素によって決せられるべきであるとする。そして，  
患者は通常，遠隔診療医による治療を自ら望んでいることから（それ故．患  
者によって診療に関与させられたと解し得るから），契約関係は，遠隔診療医  
と患者間及び対面診療医と患者間に二重に成立しうる，と主張する。また，  
この見解は，遠隔診療医の診療への関与の程度を契約当事者を確定するため  
の一要素としていることから，遠隔診療医と対面診療医のいずれが治療処置  
のうちの本質的部分を担当したかによって，具体的ケースにおける契約当事  
者が確定する，と解しているようである。   
後者の見解は，実際の臨床の場面では，手術に関与した複数の医師によっ  
てなされた多くの治療処置のうち，いずれが本質的な処置とみなされるべき  
かを判断することは極めて困難であるため 「－したがって，契約当事者の確  
定に困難を来たすため－－∴ 常に対面診療医またはその使用者たる病院開設  
者を契約当事者と解すべきである，と主張する。これに対し，前者の見解は，  
当事者確定の困難性は，遠隔診療医と対面診蝶医の両者を連帯債務者と解す  
ることによって解消されるものとし，患者に損害が生じた場合における両者  
間での最終的な責任の帰属の問題は，加害者内部間での求償により解決すべ  
きである，と反論している。そしてそのように解すべき理由として，次の二  
JP   
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点を挙げている。すなわち，第一は，遠隔地から特別な専門知識を用いて治  
療行為（ここでは手術）を指揮する遠隔診療医を契約の相手方とみなさず，  
対面診療医の履行補助者に準じるものと捉えることは，あまりに不自然かつ  
非論理的であるというものであり，第二は，遠隔診療医は，実施される治療  
若しくは少なくとも手術の一部に関して対面診療医に対して指示権限を有  
し，かつ，治療を支配していることから，対面診療医と並ぶ共同診療者とし  
て評価されるべきである，というものである。   
② 遠隔診療が医療水準に与える影響   
医師は，医療準則に従って誠実に診療を行う義務を負う。医師に要求され  
る医療水準は，医学的知見に照らして専門医として何をなすべきかという観  
点により決定される。   
ここでは，（i）遠隔診療の方法を用いることにより伝統的な方法による水準  
を下回ることが許されるか，（ii）遠隔診療により，従来の方法よりも高度の診  
療水準が達成される場合に，診療機関は遠隔診療の方法を実施する義務を負  
うか，という2つの問題を検討する必要がある。なお，厳密には，遠隔診療  
に関わる問題とはいえないが，（iii）インターネット等により高度の情報収集が  
可能となったことが医師の研鋒義務にどのような影響を与えるか，という問  
題についても，ここで検討する。   
（i）遠隔診療により提供される医療内容が，従来の水準的医療を下回る  
場合（29）   
遠隔診療の導入によってもたらされるメリットの第一に，専門医の関与に  
よる医療水準の向上が挙げられるのが常であることに照らすと，遠隔診療の  
実施により従来の医療水準を下回る場面を想定することには，奇異の感を抱  
かれるかもしれない。しかし，（1）で検討した「自己診療義務」を厳格に解す  
るならば，直接患者の診療に従事する対面診療医自身が専門医としての適格  
を備えていることが必要となるのではないかと考えられる。そのため，遠隔  
診療医自身は専門医としての能力を備えているが，対面診療医の能力が専門  
個 Kern，a．a．0．，S．56－58；Tilmanns，a．a．0リS．172－177．  
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医の水準に達していない場合において，遠隔診療を如何なる要件の下で実施  
しうるかが問われることになる。この点につきある論者は，対面診療医が果  
たすべき役割に着目すべきであると主張している。すなわち，専門医が自ら  
診断・治療の現場に立ち会わなくても適切な指示や指導を通して対面診療医  
の行動を制御し指揮しうる場合（その一例として，妊婦に対する超音波検査  
の画像診断を挙げている）と，専門医自身が行わない限り必要な医療水準が  
達成できない場面（その一例として，手術中に迅速病理診断を行うための組  
織の切除が挙げられている）とが区別されるべきであり，前者の場面では対  
面診療医の能力不足ほ専門医たる遠隔診療医の指示や指導により補われるの  
に射し，後者の場面では診療水準の低下が避けられないため，対面診療医は  
患者を専門医に転送するか，もしくは，遠隔診療により水準以下の医療しか  
実施しえないことを患者に指摘すべきである，と主張している（30）。  
（ii）遠隔診療により，従来の方法よりも高度の診療水準が達成される場  
．∠ゝ（31）  ロ  
遠隔診療を導入することにより従来よりも高度の医療を実施しうる場合に  
おいても，直ちにすべての医療機関が，遠隔診療を実施する義務を負うわけ  
ではない。すなわち，医療機関の性格（期待される人的・物的設備のレベル）  
により，新たな方法の採用が医療水準として要求される時期には差があり，  
移行期聞においては，従来の方法（対面診療の方法）を用いることも許され  
る（32）。  
ただし，新たな治療ないし検査方法が，従来の方法と比較してより危険が  
少ないかまたはより良い治療効果を期待しうるものであって，医学上その有  
用性について本質的に争われていないものである限り，医師は，新たな方法  
圭 を実施する義務があり，なおも旧式の方法を実施した場合には，医療過誤の  
錮 Kern，a．a．0，，S．56f．  
（31）Ti】manns，a．a．0．，S．158166；Kern，a．a．0．，S，59f．；Pielach．a．a．0r S．106112：   
Heyers／Heyers，a．a，0りMDR2001，918，922f．  
Ci2）Kern，a．a．0，，S．59f：Heyers／rIeyers，a．a．0．，MDR2001，918，922；Tilmanns，a．a．   
0．，S．160．  
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責任に関われることになる（33）。   
（iii）医師の研鋳義務への影響   
インターネットの普及により．世界中どこにいても多くの「医療情報デー  
タバンク」へのアクセスが可能となりつつある。このことにより，従来と比  
べ，医師の負うべき研鋳義務が高度化され，また，地域性・専門性により研  
蹟義務のレベルに差を認めることが困難になりつつある，とする見解が有力  
に主張されている（34）。  
（卦 説明義務違反に関わる問題   
第一に，従来の対面診療を実施しようとする医師は，治療効果がより大き  
いかあるいはより危険の少ない遠隔診療による方法が他の医療機関で既に実  
施されていることについて説明すべきか，が問題となる。この点に関しては，  
遠隔診療の普及度によって説明の要否は異なり，従来の対面診療による方法  
がなお医療水準に適合している限り，医師は説明義務を負わないとする見解  
が有力である（35）。その理由としては，BGHが，医師は，自己の勤務する病院  
の人的・物的な設備水準を他の病院と比較して説明する義務を負わないと解  
してきたことと整合する，という点が挙げられている。ただこの点について  
は，代替的な治療方法に関する従来のドイツの判例の準則との整合性を欠く  
のではないかとの疑問がある。   
第二に，患者の疾病が特別な医学知識および診療経験を有する医師による  
治療を必要とする場合について，従来は，主治医には，愚者を専門医のいる  
医療機関に転送する義務が生じる（36）と解されてきたが，遠隔診療により専門  
軸 BGHNJW1988，  763；なお，本判決については，拙稿「インフォームド・コンセント  
・一一美情・理念・法原則 ドイツの状況」年報医事法学16号（2001年）49頁を参照され   
たい。  
糾 Pfltlger，a．a．0‥VersR1999、1070，1073；Tilmanns，a．a．0．，S，166r168；Pielach，a．a．   
0リS．130－13臥  
禍 Kern，a．a．0．，S．62f．；Heyers／Heyers，a．a．0”MDR2001，918，923；Tilmanns，a．a．   
0．，S．200．他の治療方法が患者に本質的に異なった苦痛をもたらすか，または，本質的   
に異なった危険および成果をもたらす場合においてのみ，説明が必要となる，と解され   
ている。この見解に異を唱えるものとして，Vgl．Pielach，a．a．0．，S．147f．  
髄）Tilmanns，a．a，0．，S．200．  
J∫  
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医のサポートが受けられる場合には，主治医にそのことについての助言義務  
が生じる。そして助言を受けた患者ほ，専門医のいる医療機関への移送（た  
だし，患者の容態が移送に耐えられる場合に限る）または遠隔診療の実施の  
いずれかを選択できる（37）と考えられる。  
第三に，遠隔診療が実施される場合にほ，従来の対面診療と同様，診断，  
治療の経過（治療の方法・種類，目的．結果），治療に伴う危険性について説  
明しなければならない。また，他に実施可能な治療方法として，従来の対面  
診療による方法がなお医原水準に適合している限りで，それについても説明  
する必要がある，と解されている（38）。  
第四に，遠隔診療による医療行為が，いまだ試行段階にとどまっている場  
合には，実験的医療について要求されている高度の説明義務を課すべきであ  
るとされている（39：。  
第五に，遠隔診療医が手術に関与することについて説明する必要があるか  
が問題となる。この点については，説明義務を肯定する見解と否定する見解  
とが対立している。否定説は，判例が，誰が執刀医であるのか，また当該執  
刀医の手術経験（手術実績）については執刀医は説明義務を負わないと解し  
てきたことに照らして，一連隔診療医に患者に関するデータを提供するに  
際して，データ保護及び守秘義務の観点から，データの第三者提供について  
の患者への説明および患者の同意が必要となることを超えて（州㌧－－ 実施が  
予定されている医療行為に対する患者の同意を得るために説明する必要はな  
い，と主張する（41）。これに対し肯定説は，遠隔診療の方法による医療行為に  
は，情報通信技術の導入により，従来の対面診療には見られなかった別の危  
七 師 Kel‾n．a・a・0・，S・63・  
一   郎）Heyers／Heyers，a，a．0．，MDR2001，923；Tilmanns，a．a．0．，S．190：Kern，a．a．0．一S．  
63，  
β9）Kern．a．a．0．，S．63：PieJach．a．a．0りS．153：TilrnaLmS，a．a．0．，S．190二Heyers／Heyers，  
a．a．0．，MDR，2001，918，923．  
㈹患者のデータを遠隔診療医に提供するに際Lて恩者への説明と患者のこれに対する同  
意が必要とされるかについては，（6）で略述する。  
姐）Pflし1ger，a．a．0．，VersR19g9，1070．1073．  
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険が伴うこと，さらには，一方で患者の「情報に関する自己決定権」を保護  
するために，守秘義務およびデータ保護の観点から，居着データの遠隔診療  
医への提供について，患者への説明と同意を要求しておきながら．「自己の身  
体に関する自己決定権」の行使を可能にするための説明を要求しないのは，  
評価矛盾を来たすことになる，という理由で，この点についても説明義務を  
課すべきである，と主張している（42）。   
第六に，技術的なシステム障害あるいはソフトウエアの欠陥により，診断な  
いし治療上の過誤が生じる可能性について説明すべきかが問題となる。この  
点については，これらは新規の医療行為である遠隔診療に固有の危険である  
ため，常に（危険の発生率が極めて低くても）説明が必要と解されている（43）。   
④ プログラムまたは情報処理機器の欠陥から生じた損害に対する責任   
ソフトウエアの過誤によりデータが適切に送信できなかった場合には，医  
師ないし医療機関の医療過誤責任と製造者の製造物責任とが競合的に生じ  
る、44）。   
⑤ 医療機関の組織体としての責任   
遠隔診療の導入に際して，医療機関の開設者は，遠隔診療の実施に必要な  
情報通信機器およびプログラムを調達・整備し，更には，遠隔診療を実施す  
るためのスタッフへの教育をなすべき義務（組織体としての義務）を負う（45〕。  
（3）秘密保持に関わる問題（46I   
遠隔診療に関与した医療従事者間における秘密の保持をどのようにしては  
かるか，さらには，ネットワークを通じて医療情報が送信されることによる  
（4Z）Tilmanns，a．a．0．，S．191f．；Heycrs／Heyers，a．a．0．，MDR2001．918，923．  
h3）Pfltlger，a．a．0．．VersR1999，1070．1073：Tilmanns．a．a．0りS．199．  
触 Pfltユger．a，a．0．，VersR1999，1070，1075：UIsenheimer／Heinernann，a＿a＿0，，MedR  
1999，197，201．  
姻 P飢ger，a，a．0りVersR1999，1070，1075；「rilmanns，a．a．0．，S．245－249．  
㈹ 遠隔診療の導入に伴う守秘義務をめぐる問題点を詳欄に検討したものとして，   
Heyers／Heyers，Arzthaftung－SchutzvondigitalenPatientendaten，MDR2001，1209ff． 
Pielach，a．a．0．，S．175－183．，がある。  
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第三者の不止アクセスをいかにして防止すべきか，といった守秘義務に関わ  
る問題がある。   
① 医師相互間における守秘義務し17）   
（i）前医の診療データを後医に送信する場合   
患者の黙示の同意により，守秘義務は免除されると解されている。   
（ii）外部の医療機関に所属する医師に対診のためにデータを送信する場  
この場合には，データの第三者提供につき，患者の明示の同意が必要であ  
ると解されている。   
② 情報処理技術者が介在した場合における守秘義務（48）   
診療機関内部または外部の情報処理技術者が医療情報の管理に関与する場  
合には，情報処理技術者への開示に関する患者の推定的同意を根拠に，開示  
を正当化することができる，と解されている。   
そしてその理由として，医療技術の適用に伴う合併症等の損害発生の危険  
性を最小化するという患者にとってかけがえのない利益を保護するために  
は，診断・治療機器の製造者・操作者・利用者の協力と訓練を受け機器の作  
用機序を熟知したスタッフの投入が不可欠であり，そのことは患者も認識し  
ているという点が挙げられている。   
③ オープン・ネットワークを用いたデータの送イ引二際しての守秘義務り9）   
患者に対して事前に，送信されるデータに対する無権限者のアクセスの（態  
様及び範囲に関する）危険性，特に，第三者によるデータの人手を完全に阻  
止することが不可能であることについて，説明したうえで同意を得ておかな  
ければならない。すなわち，完全なセキュリティーを実現することが不可能  
であることについて，インフォームド・コンセントを取得する必要がある。   
なお，暗号化手続の導入により，上記の説明は不要となるかが問題となる  
抑 UIsenheimer／Heinemann，MedR1999，197．202，  
㈹ UIsenheimer／Heinemann，MedR1999，197，202f．  
幽）UIsenheimer／Heinemann，MedR1999，197，203こVgl．Heyers／IIeyers，a．a．0．，MDR   
2001．1209，1215．  
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が，この点は，暗号化により達成される実際のセキュリティー・レベルに依  
存することになろう。  
（4）診療報酬崩求に関わる問題   
遠隔診療に関与した複数の医師（対面診療医と遠隔診療医）のいずれが，  
診療報酬を請求することができるかという問題についても検討が進められつ  
つある。   
① 自己診療義務の及ぶ範囲   
自己診療義務を課せられていることによi），診療報酬請求権を有する医師  
はすべての医療処置を自ら実施しなければならないわけではないが（50〕 ，医療  
給付の中核的部分，すなわち，治療に関する基本的な決定については，自ら  
行わなければならない，と解されている。このことをより具体的に云うと，  
治療が医学的に必要か否か（適応の有無の判断），治療を継続するか否かにつ  
いての判断，および医師による経過観察の必要性についての判断は，診療を  
引き受けた医師自らが行わなければならない，と解されている。要するに，  
診療報酬請求権を有する医師は，診療契約上の主たる給付を自ら履行するか，  
もしくは自ら監督しなければならないということである。換言すれば，診療  
報酬請求権を有する医師は，治療方針を自ら決定しなければならない，と解  
されている（51）。   
② 遠隔診療の場面における主たる給付とは何か   
以上の基本的な考え方を遠隔診療に当てはめれば，診療報酬請求権の帰属  
は，次のようになると考えられる（52）。   
（り 医師Aが患者を診断L，医師Bに対診医かつ専門医として所見を求  
めた場合   
この場合には，診療行為の中核的部分はAによってなされており，Bはた  
囲 この点については，前出Ⅲ（1）の記述を参照されたい。  
（51）TilmaEl【1S，a．a．0りS．60：UIsenheimer／Heinemann．a．a．0，，MedR1979．197，203，  
栂 UIsenhenlmer／Heinemann，a．a．0．，MedR1999，197，203．  
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だ診断に必要な助言をしたにとどまる。したがって，Aのみが診療報酬請求  
権を有すると解することができよう。ただし，この場合にも，AはBを監督  
できるのか，主たる給付はむしろ所見をBが下したことに存するのではない  
か，という疑問が残る。  
（註）Aが患者を診察したが，診療に関わるすべての決定をBが行った場  
BがAから提供された検査結果に基づいて診断を下し，診断所見に基づい  
て治療方針を決定した場合には，Aは，いわばBの単なる道具ないし延長さ  
れた腕の一部に過ぎないと考えられる。したがって，この場合には，Bが診  
療報酬請求権を有すると考えられる。ただ，このように解した場合にも，疑  
問が生じないわけではない。というのは，Bと患者間には診療契約が締結さ  
れていないため，何故，診療契約に基づいて生じる診療給付に対する報酬請  
求権が契約当事者以外の者に生じるのかを説明しえないからである。  
結局，上述したような問題が生じるのは，現在の診療報酬に関する法規走  
は診療行為が遠隔診療によって行われるという場面を想定しておらず，その  
ため，ドイツにはこれまで遠隔診療を念頭に置いた保険診療点数に関する  
ルールがなかったことによるものである。これは技術の進展に法が追いつい  
ていない一場面というべきであり，早急に法的な対応を行うことが求められ  
ている。   
Ⅳ おわ り に  
遠隔診療の実践は，既に我が国においても一部の先端的医療樟関による試  
行段階を過ぎ，各地域における中核的医療機関及び各自治体による多くの実  
践例が積み重ねられてきている。   
とりわけ，慢性疾患の場面において，在宅医療を普及・定着させるための  
大きな力となりうるものとして遠隔診療に期待が寄せられている。また，医  
学界においても，1997年に第1回の遠隔医療研究会が開かれ，さらに2005年  
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には，遠隔医療学会が設立され，これまでに3回の学術大会が開催されてい  
る。そこでは，離島や極地，枚急医療の場面等における実践例の紹介ととも  
に，遠隔診療の普及・定着を図るために解決しておくべき政策的・技術的課  
題，さらには財政的課題についても，検討がなされている。   
遠隔診療の臨床への応用に当っては，送受信される画像の解像度や通信速  
度の向上，また一般の臨床医にとっての使い勝手の良さなどの技術面での要  
請が満たされる必要があることは言うまでもない。また，対面診療と並ぶ標  
準的治療法としての普及を岡るためには，費用対効果の点で，現行の対面診  
療と遜色がないことも当然求められるであろう。   
しかし，このような広い意味での技術的整備とともに，遠隔診療の導入に  
伴って生じうる法的な問題についても，あらかじめ一定の指針を示しておく  
必要があろう。というのは，遠隔診療を通用することにより，患者に何らか  
の損害が発生Lた場合にだれが法的責任を負うか，また，遠隔診療の方法に  
より診断・治療がなされた場合にだれが報酬の支払いを請求できるか，さら  
には，患者データについての秘密保持およびセキュリティーの確保をいかに  
して図るかといった問題は，新規の技術を導入する際に，事前に少なくとも  
解決の道筋を示しておくべきリスク管理に関わる問題であると思われるから  
である。   
もっとも，本稿は，遠隔診療の導入に伴って生じることが予想される法的  
諸問題のうちのいくつかについて，ドイツで展開されてきた議論の一一端を紹  
介したものにすぎない。検討は網羅的でなく，また取り上げた問題の分析に  
関しても，特に対診については，契約当事者論，給付対象論との擦i）合わせ  
が極めて不十分であることは否めない。とはいえ，これまでに見たドイツの  
議論の中から ，遠隔診療の導入に伴って生じうる法的問題を検討する際の手  
がかりを得ることは可能であろう。   
以下では．本稿で取り上げた問題のうち，①遠隔診断・遠隔手術支援に過  
誤が存したことにより患者に損害が生じた場合における民事責任の所在，②  
説明義務に関わる諸問題，③診療報酬請求権の帰属，について，簡単に検討  
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することにしたい。  
（1）民事貴任の所在について   
主治医の知識・技術レベルでは正確な診断，適切な手術を実施しえない場  
合には，主治医は，専門医に対診を依頼するか，あるいは患者を専門医・専  
門医按機関に転送すべきであるが，遠隔診療の場合には．移動の困難な高齢  
者や容態の重篤な患者についても対診を実施することが可能であるから，対  
診を実施しなかった場合には，特別な事情のない限り，主治医は引受け過失  
に基づき，患者に生じた損害を賠償すべき責任を負うことになろう。なお，  
病院で診療がなされた場合には，病院は組織体として，患者に対して医療水  
準に適合した診療が提供されるように診療体制を整備する義務を負うから，  
対診がなされなかった場合には，病院は主治医の使用者としての責任（民715  
条）を負うとともに，組織体としての過失について．自ら責任を負う（民709  
条）べきであろう。   
また，専門医に遠隔診療医として対診を求めた場合には，遠隔診療医が専  
門医としての知識と経験を有していることが前提されているから，対診医の  
下した診断が，跡L、の医師にとっても認識しうるような明らかな誤診でない  
限り，主治医は，診断が正確であることを信頼して良いと考える。   
次に，遠隔診療医により手術支援がなされた場合には，執刀医と手術支援  
を行う遠隔診療医は，共同診療者の関係に立つと考えるべきであろう。それ  
故，執刀医，および遠隔診療医の両者が患者の診療契約の相手方となると解  
すべきではなかろうか。このように解し得るとすれば，患者に損害が生じた  
場合には，患者は，遠隔診療医，執刀医のいずれに対しても賠償を請求する  
ことができることになろう。なお，医師間における最終的な責任の帰属につ  
いては，執刀医と遠隔診療医のいずれが．治療処置のうちの本質的な部分を  
担当したかを考慮して決めるべきであろう（多くの場合は，患者が執刀医ま  
たは執刀医の勤務する医療機関に対して賠償請求し，次いで，朝刀医らが遠  
隔診療医に対して求償することになろうか）。  
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（2）説明義務に関わる問題   
第1に，治療効果がより大きいかまたは危険がより少ない遠隔医療による  
方法が他の医療槻関で実施されているとしても，当該方法がごく僅かな専門  
病院において試行されているに止まり，いまだ医療水準として確立されるに  
至っていないかぎり，従来の対面診療による方法を実施する医師は，患者か  
ら遠隔診療の実施可能性について尋ねられない限り，説明する義務を負わな  
い，と解すべきであろう。このように解することは，医療水準として末確立  
な療法については，通常は説明する必要はないが，「少なくとも，当該療法が  
少なからぬ医療機関において実施されており，相当数の実施例があり，患者  
が当該療法の自己への適応の有無，実施可能性について強い関心を抱いてい  
ることを医師が知った場合などにおいては，患者に対して，医師の知ってい  
る範囲で，当該療法の内容，適応可能性やそれを一夏けた場合の利害得失，当  
該療法を実施している医療機関の名称や所在などを説明すべき義務がある」，  
とした平成13年11月27日の最高裁判決（民集55巻6号1154頁）の見解に照応  
する。しかし，遠隔診療による方法が，特殊な病気に雁患している当該患者  
にとってより適切かつより良好な結果をもたらしうることを医師が認識しな  
ければならない場合，および，遠隔診療による方法が一般に普及し．かつ，  
遠隔診療の方法により生じる危険が比較的僅かであり，しかも伝統的な対面  
診療による標準的な方法と比較して決定的なメリットを有する場合には，他  
の医療機関において遠隔診療の方法による診断・治療がなされていることに  
ついて，患者に説明すべきである。   
第2に，遠隔診療による方法が，いまだ試行段階にとどまっている場合に  
は，治療効果についても，安全性についても，確実な評価がなされていない  
のであるから，遠隔診療による方法を実施しようとする医師は，実験的医療  
についてと同様の，高度の説明義務を負うと解すべきである。   
第3に，遠隔診療医が手術に関与することについて説明すべきか否かにつ  
いては．ドイツの学説においては肯定説と否定説の対立がみられるが．この  
ノ如こついては，医師に説明義務を課すべきであろう。なぜなら，ドイツの肯  
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定説が説くように， 第一に，遠隔診療の方法による医療行為には，従来の対  
面診療の場合には見られなかった（情報通信技術を利用することによる）危  
険が伴うのであり，これは，遠隔診療に固有のティピカルな危険（typisches  
Risiko）と見うるため，当然説明の対象となると考えられるからであり，籍  
二に，一方で遠隔診療医に患者に関するデーータを提供するに際して患者への  
説明とデータ提供についての同意を取り付けることを求めておきながら，他  
方で，遠隔診療医を手術に関与させることについての説明を必要としない（そ  
の結果，遠隔診療医を手術に関与させることについての患者の同意を要求し  
ない）ことは，要保護性の大きな「自己の身体に関する自己決定権」につい  
て，安保護性の小さな「情報に関する自己決定権」より僅かな保護しか与え  
ないことになる，というアンバランスを生じさせることになるからである。  
（3）診療報酬請求権の帰属について   
この点については，ドイツの多くの学説が説くように，診療報酬は医療給  
付の反対給付であるから，治療（給付）の中核的部分を担当した者が，診療  
報酬請求権を有すると解すべきであろう。ただ，一般的には，このように解  
すべきであるとしても．すでにⅢ（4）で言及したように，この準則を遠隔診療  
の場面に当てはめることにより，診療報酬請求権の帰属を確定することは必  
ずしも容易ではない。確かに，遠隔診療医による関与が，診断に必要な専門  
的見地からの助言にとどまっていたか，それを超えて治療方針の決定にまで  
及んだかによって，治療の中核的給付を担当したか否かが決せられると一応  
はいうことができよう。そして，前者の場合には，診療行為はその端緒とな  
る診断についても対面診療医が行っているから，遠隔診療医に報酬請求権を  
認める余地がないのに対し，縁者の場合には．遠隔診療医が診療に関わるす  
べての決定を行っているため，対面診療医は遠隔診療医の単なる道具ないし  
は延長された腕の一部にすぎず，したがって，診療報酬請求権は遠隔診療医  
にのみ帰属すると解することに特に問題はないともいえそうである。   
しかし，前者の場合にも，実際の判断過程においては．遠隔診療医の示し  
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た所見が対面診療医の診断に決定的な影響を与えており，その後の治療方針  
は，実質的には遠隔診療医の所見を反映させた形で決定されていると思われ  
る。そうだとすると，この場合にも，治療の中核的部分を担当Lたのは，遠  
隔診療医ではないのかという疑問が生じる。これに対し，後者については，  
疑問の生じる余地はないように思える。しかし，遠隔診療医と患者との間に  
iま，少なくとも診療が開始した時点においては診療契約が締結されていない  
ため，果たLて，診療契約に基づいて生じる反対給付たる診療報酬請求権が，  
遠隔診療医に生じうるのか，という疑問が生じうる。このノ如二ついては，Ⅲ  
（2×ii）で検討したように，遠隔診療医と対面診療医を共同診療者とみることに  
より．両者と患者との間に二重に診療契約が成立すると解することができれ  
ば，患者は，損害を被った場合に，いずれに対しても損害賠償を請求するこ  
とができ，医療側においても，いずれの医師も恩者に対して診療報酬を請求  
することができることになり，診療報酬請求権の帰属を確定する必要性は必  
ずしもないといえそうである。しかし，我が国の診療形態は保険診療が原則  
であり，そこでは，個々の診療行為について保険点数という形で診療報酬額  
があらかじめ決められている。そのため，最終的に両者に配分されるべき診  
療報酬額は，実際に対面診療医が行った診療行為と遠隔診療医が行ったそれ  
とを確定しない限り，決められないことになる。これに対しては，個々の場面  
ごとに，遠隔診療医と対面診療医との間で，保険診療報酬の分配に関するルー  
ルを決めればよいという考えもあろうが，両者間で，実質的に治療上の決定を  
Lたのがいずれであるかについて見解の対立が生じることも予想されるた  
め，診療報酬の分配に関する合意が常にスムーズになされるとは思われない。   
ドイツにおいても，診療報酬の帰属に関Lてこのような問題が生じうるこ  
とが指摘されているが，我が国においても，遠隔診療をスムーズに臨床の場  
面で定着させるためには，遠隔診療に対する保険適用を一般的に認めるとと  
もに，遠隔診療の実態を踏まえた保険点数に関する新たなルールを早急に設  
ける必要があると思われる。  
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